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社会福祉法人 

大阪市住之江区社会福祉協議会 

 



 

1 清掃対象物件及び所在地 

大阪市住之江区御崎４丁目６番１０号 住之江区在宅サービスセンター 

（鉄筋コンクリート４階建） 

 

2 履行期間 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで（２年間） 

 

3 適用範囲 

(1) この仕様書に規定する事項は、受注者がその責任において履行するものとする。 

(2) 本業務委託について、契約書に定められた事項以外は、この仕様書及び発注者と受注者との協 

議により決定するものとする。  

(3) 受注者は、契約書及び仕様書に明示のない場合、又は疑義を生じた場合は、発注者の施設管 

理担当者（住之江区社会福祉協議会）(以下、「施設管理担当者」という）と協議するものとする。 

 

4 再委託に関する事項 

(1) 契約書に規定する「主たる部分」とは次に掲げるものをいい、受注者はこれを再委託することはで 

きない。 

・委託業務における総合的企画、業務遂行管理、業務の手法の決定及び技術的判断等・日常清

掃及び定期清掃 

 (2) 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理などの簡易な業務の再委託にあた

っては、発注者の承諾を必要としない。 

 (3) 受注者は、第１号及び第２号に規定する業務以外の再委託にあたっては、書面により発注者の

承諾を得なければならない。 

(4)受注者は、業務を再委託に付する場合、書面により再委託の相手方との契約関係を明確にしてお

くとともに、再委託の相手方に対して適切な指導、管理の下に業務を実施しなければならない。な

お、再委託の相手方は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置期間中の者、又は

大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けている者であってはならな

い。 

 

５ 用語の定義 

(1)日常清掃 

日常清掃とは、日単位又は週単位等の短い周期で日常的に行う清掃業務をいう。 

(2) 定期清掃 

定期清掃とは、月単位又は年単位等の長い周期で定期的に行う清掃業務をいう。 

 

6 業務体制等に関する事項 

(1)業務責任者等の設置と業務体制の確立 



受注者は、業務責任者及び作業員をもって業務体制を組織する。また、受注者は、その内容を本

契約締結時に発注者に届け出なければならない。 

現場の体制 

ア 業務責任者 

業務を総合的に把握し、かつ調整を行い、作業員を指揮監督するとともに、施設管理担当者

からの業務上の依頼に対して、即座に対応が取れる体制にある者。 

イ 作業員 

業務責任者の指揮監督に従い、本業務に従事する者。 

なお、業務責任者と作業員は兼務することができる。 

(2) 計画書の作成 

ア 業務計画書の作成 

       受注者は、業務の実施に先立ち、実施体制、作業工程、業務を適正に実施するために必要

な事項を記載した業務計画書を施設ごとに作成し、前月25日までに提出し、発注者の施設管

理担当者に提出しなければならない。 

イ 連絡体制 

事務連絡または業務中の作業員と連絡が取れるように連絡体制表（任意様式）を作成し、契約

締結後10日以内に施設管理担当者に提出すること。 

ウ 従事者の報告等  

受注者は、作業員を交代または新たに追加配置する場合は、事前に発注者に報告すること。 

また、交代に関しては、十分な引き継ぎ期間を設けた上で、業務な円滑な実施が可能と判断で

きる検証結果が出た段階で行うこと。 

(3) 清掃作業実施報告書の提出等 

ア 日常清掃の報告 

作業員は、業務終了後直ちに、作業の実施状況を記載した清掃作業実施報告書（日常清掃）

を作成し、施設管理担当者に提出し、実地又は書面による検査を受けなければならない。 

イ 定期清掃の報告 

作業員は、業務終了後７日以内に、作業の実施状況を記載した清掃作業実施報告書（定期清

掃）を作成し、施設管理担当者に提出し、実地又は書面による検査を受けなければならない。

なお、３月分にあっては当月末までに提出すること。 

 (4) 服務規律 

ア 受注者は、従事者に対し、業務を行うに適した統一された服装及び名札を着用させ、業務の従 

事者であることを明確にするととともに、常に清潔を保たせなければならない。 

イ 受注者は、業務の履行を通じて知り得た業務上の秘密を第三者に漏らしてはならない。このこと

は、契約期間満了後及び契約解除後においても同様とする。 

ウ 受注者は、発注者の信用を失墜する行為をしてはならない 

エ 受注者は、常に整理整頓を心がけ、業務終了時は速やかに業務に関係した箇所の後片付け、及

び清掃を行わなければならない。 

オ 更衣室を控室として、休憩に使用することが出来る。 



7 日常清掃に関すること 

(1)日常清掃の作業時間 

原則として開館日の午前9時から12時までの間に作業を終了することとし、執務や利用者等に支

障のないよう、十分注意すること。ただし、必要があるときは、発注者の施設管理担当者の承認を

得て変更できるものとする。開館日は、月曜日から金曜日（国民の祝日に関する法律（昭和23年

7月20日法律第178号）第3条に定める休日及び年末年始〔12月29日～1月3日〕除く）である。 

(2)日常清掃の作業内容 

ア 場所別作業内容及び作業回数等 

別紙１「日常清掃場所別作業一覧表」（以下、「一覧表」という）のとおり 

イ 日常清掃共通事項 

･塵埃を飛散させないこと。 

・一覧表の回数にこだわりなく、軽微な作業は契約の範囲内で実施すること。 

・この仕様書にない事項についても、発注者が美観または建物管理上必要と認める軽微な作業

は、契約金額の範囲内で実施し、業務内容に疑義を生じたときや不明な点があれば、施設管理

担当者と協議すること。 

・電気器具の使用にあたっては、室内のコンセントを使用する場合に他の機器に影響がないように

すること。 

電気・ガス・水道等の節約に努めること。 

・庁舎内外で落書きを発見した場合は、直ちに施設管理担当者へ連絡すること。 

（3）塵芥の処理に関すること 

塵芥の処理に関しては、次のとおり実施するものとする。 

ア 塵芥の搬出場所について 

所定の分別作業を行った後、塵芥収集用袋を敷地内の所定の場所まで運搬すること。 

イ 分別作業について 

塵芥の分別作業については、下記のとおり実施することとする。 

① 一般ごみ（一般廃棄物）の回収 

② 紙類の収集 

③ 瓶類等の収集 

ウ ごみ箱等について 

①ゴミ箱等については、内容物を処理した後は所定の場所に戻し、必要に応じて容器自体の

洗浄を行うこと 

②茶殻入れ、汚物いれ、その他の衛生容器は、内容物を不透明なナイロン袋に入れて処理

し、容器自体も洗浄すること。 

 

8 定期清掃及び建物設備点検等に関すること 

定期清掃及び設備点検等に関しては、別紙２「定期清掃及び設備点検作業一覧表」のとおり実施

することとし、発注者の承認した業務計画書に基づき作業を実施するものとする。なお、床面等や作

業を行ううえで支障となる場所に物品等の放置があり、作業が予定どおり完了しなかった場合は、業



務責任者は、速やかに発注者の施設管理担当者に報告し、後の作業についての指示を求めること 

(1)作業計画の策定について 

作業日時は、原則的に土曜日とし、詳細な日程については施設管理担当者と協議のうえ決定

すること。 

(２)窓ガラス等の清掃 

作業の際に用いる薬剤は、窓枠等のスチールに有害となる成分が含まれているものや塗料を

溶解する成分が含まれているものは使用しないこと。また、高所による作業があるため、作業用

の機材等を念入りに準備するとともに、作業員の安全対策に関しては、特に配慮をすること。

なお、窓ガラスは内面及び外面の清掃となる。 

 

9 経費の負担・使用機材・貸与品 

(1) 発注者の負担 

業務の実施に必要な電力、水道及びガス等の光熱水料は、契約書等に別に記載がある場合

以外は発注者の負担とする。 

(２) 受注者の負担 

次に掲げるものは、契約書等に別に記載がある場合以外は受注者の負担とする。 

ア 資材 

洗浄用洗剤、剥離洗剤、ワックス、トイレ用洗剤、パッド、タオル等 

イ 機材 

清掃用具一式、ごみ運搬用ダストカート、ごみ回収容器、計量器、台車等 

ウ 作業員の制服及び名札等 

エ 関係法令に基づく官公署その他の関係機関への必要な届出手続、検査手数料等に関する 

費用等 

オ 契約書・仕様書で規定する各種報告書の用紙等 

(3)更衣スペース等の提供 

発注者は、本業務に従事する者にかかり、本業務に従事する為の更衣スペース及び使用機材の

置き場所を無償にて提供するものとする。 

 

10 資料等の整理、保管等 

(1) 受注者は、業務に関係する図面、図書等の資料の保管を行い、発注者の請求に基づき速やか

に提出できるよう整理しておかなければならない。 

 

11 使用資機材及び衛生消耗品等の承認 

(1) 受注者は、業務の実施にあたって使用する資機材、衛生材料及び各種業務報告書等につい

て、事前に施設管理担当者に届出書を提出し、承認を得なければならない。 

(2) 受注者は、業務の実施にあたって従事者に着用させる制服及び名札等を撮影した写真につい

て、事前に施設管理担当者に提出し、承認を得なければならない。 

 



12 人権研修の実施 

受注者は、従業者がさまざまな人権問題について正しい認識を持って業務の遂行をするよう、適

切な研修を実施すること。 

 

13 支払方法 

本業務の履行完了後、検査に合格した場合は、出来高部分に相応する業務委託料相当額につい

て、契約書の手続きにより部分払いを請求することができる。ただし、この請求は月1回を超えること

ができない。 

 

14 その他 

(1) 受注者は、業務実施中に建物の不良箇所・破損等を発見した場所や、火災・盗難等の異常事

態が発生、もしくは発生を予知した場合は、その状況を速やかに施設管理担当者に届けること。 

(2) 使用する洗剤等については、化学物質過敏症等への影響を考慮し、使用においては十分注意

すること。 


